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近年，気候変動に伴い台風や大雨などによる水害の被害が激甚化している．被害防止のため，2022 年施

行の改正都市計画法において，災害ハザードエリアにおける開発・建築行為の規制が強化された．このよ

うに，浸水リスクの高い地域での開発規制の強化は，今後も更に検討が必要であり，そのためにはどのよ

うな特色の建物が災害リスクの高いどのような場所で新規に建築されているのか把握することが必要であ

る．本研究では，関東地方を対象に，建物データを用いて，洪水浸水想定区域における 2008 年からの開

発動向を詳細に把握する．浸水想定区域内の建物数を，建物の階数別，種類別に算出し，どのような建物

が洪水リスクの高い地域で増減しているのか分析する．また，都市計画上の地域区分別に建築動向を把握

することで，特に開発が進む場所を明らかにする． 
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1. はじめに 

 

近年，気候変動に伴い，大雨や台風等による水害の被

害が激甚化している．その反面，洪水リスクの高い地域

における宅地開発の進行も指摘されている 1)． 

激甚化・頻発化する水害からの被害を防止するため，

災害ハザードエリアにおける開発許可制度の見直しを内

容とする改正都市計画法が2020年6月に公布され，2022

年 4月 1日に施行された．これにより，浸水被害防止区

域を含む災害レッドゾーンにおいて，自己居住用住宅以

外の開発行為が原則禁止となった．また，市街化調整区

域においても，開発行為が一定許容されている条例区域

から災害レッドゾーン及びイエローゾーンを除外するこ

とが定められ，洪水等の発生時に生命又は身体に著しい

危害を生ずるおそれがある区域（原則，想定最大規模降

雨に基づく想定浸水深が 3.0m 以上の土地の区域）での

開発行為が原則禁止となった．このように，災害ハザー

ドエリアにおいて新規立地の抑制が行われるようになっ

てきたが，開発の大部分を占める市街化区域における開

発や人的被害に直結する自己居住用住宅の開発に関する

規制が十分ではないのが現状である． 

水害に対応した安全で安心なまちづくりのため，浸水

リスクの高い地域における開発規制の強化に関する更な

る検討が求められており，そのためには，どのような特

色の建物が浸水リスクの高いどのような場所で新規に建

築されているのか把握する必要がある．そこで本研究で

は，関東地方の 1都 6県を対象として，洪水浸水想定区

域における 2008 年からの開発動向を建物単位で都道府

県別や都市計画上の地域区分別に詳細に把握することを

目的とする． 

  

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

災害リスクと建物の立地動向に関する既往研究として，

平成 30 年 7 月豪雨の被災地である広島県三原市を対象

に航空写真を用いて，浸水エリアと宅地開発の関連分析

を行った田村 ら 2)の研究が挙げられる．また，片野ら 3）

は，同じく三原市を対象に羅災証明書データを用いて，

平成 30 年 7 月豪雨で水害，土砂災害の被害を受けた建

物の特性やその立地特性を明らかにした．しかし，災害

リスクと建物の立地動向は地区の地形条件や人口，利便

性などの社会的条件に影響を受けると予想されるにも関

わらず，被災地以外の地区を対象とした研究はほとんど

見当たらない． 

 災害リスクと曝露人口の推移に関する既往研究として，
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日本全国を対象に，地震，洪水，土砂災害について2010

年と 2040 年の曝露人口を算出するとともに，災害リス

クと人口減少率の関係性に関する地域特性を分析した池

永ら 4）の研究が挙げられる．また，松中ら 5）は，日本全

国を対象に，津波，地震，洪水，土砂災害について2010

年と 2045 年の曝露人口を都市圏別，都市計画上の地域

区分別に分析した．押領司ら 6）は，広島県全域を対象に，

水害，土砂災害について 2015 年と 2050 年の曝露人口を

算出し，県単位と市単位の両視点から曝露人口の分布状

況及びその地域特性を明らかにした．しかし，これらの

研究は，現在と将来の曝露人口をメッシュ単位で算出し

て比較分析したものであり，過去から現在までに曝露人

口がどのように推移してきたか分析されていない．過去

からの曝露人口の推移に関する既往研究として，日本全

国を対象に，地震，洪水，土砂災害について 1975 年と

2010年の曝露人口を算出し，土地利用及び土地利用規制

に関する都市計画上の区分との関連性を分析した松中ら
7)の研究が挙げられる．また，秦ら1)は，全国を対象に，

1995 年から 2015 年の浸水想定区域内人口，世帯数の推

移を都道府県別に算出した．秋葉ら 8)は，1998 年以降市

街化区域を拡大した 11 の地方都市を対象に，市街化区

域の拡大と災害リスク区域の関係及び災害リスク区域に

居住している人口や世帯の特徴を明らかにした．野澤ら
9)は，最大想定規模の洪水に基づく浸水想定区域に着目

し，2010 年から 2020 年の土地利用規制別の人口増減や

浸水想定なしエリアへの居住誘導の余地に関する分析を

行った．このように，災害リスクエリアにおける人口推

移に関する研究は多数存在するが，被災地以外を対象と

して浸水想定区域における開発動向を建物単位で分析し

た研究は見当たらない． 

 

図-1関東地方の洪水浸水想定区域 

以上より，本研究は，2008年と2022年の2時点の建物

データを用いて，どのような建物が洪水リスクの高い地

域で増減しているのか，リスクの高い場所の中でも特に

どういった場所で開発が進行しているのかを明らかにす

る． 

 

 

3. 研究手法 

 

(1) 対象地概要 

本研究は，洪水リスクの高いエリアにおける開発動向

を明らかにすることを目的としており，洪水リスクが高

く，かつ開発圧力の強い地区でその傾向は顕著に見られ

ると思われる．秦ら 1)は，東京都，神奈川県，埼玉県，

千葉県の浸水想定区域で人口及び世帯数が増加傾向にあ

ることを示しており，本研究ではこれらを含む関東地方

1都 6県を分析対象とする． 

関東平野を中心に広範囲にわたって，洪水浸水想定区

域（図-1）が指定されている．特に群馬県に源を発し，

1 都 5 県に流域がまたがる利根川水系や，埼玉県を流れ

東京湾に注ぐ荒川水系の周辺が大部分を占めている． 

 関東地方において，浸水想定区域及びその周辺は市街

化区域や市街化調整区域（図-2）と重なる場合が多く見

られる．特に埼玉県や東京都の東部では，洪水リスクの

高い地域において市街地が形成されている． 

 

(2) 使用データ 

 本研究では，浸水想定区域データとして，国土数値情

報ダウンロードサービスで公開されている洪水浸水想定

区域データ（2020年度版，2021年度版）を用いる．この 

 

図-2関東地方の都市地域 
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データは水防法に基づき指定された区域のデータである．

本研究では，河川ごとに最新版のデータを用いることと

し，想定最大規模降雨の浸水想定区域を対象とする．な

お，想定最大規模降雨の浸水想定区域データが未作成の

一部河川に関して，本来浸水が想定されているにも関わ

らず浸水しないエリアだという誤った評価がされるのを

防ぐため，計画規模降雨の浸水想定区域データが整備さ

れている場合，それを用いる． 

 建物データは，株式会社ゼンリンの住宅地図データベ

ース Zmap-TOWNⅡを用いる．使用するデータは，

2008/2009年度（以下，2008年度），2022年度の2年分で

ある．Zmap-TOWNⅡには，倉庫やビニールハウス，駐

車場等の建築物も含まれるが，これらの建物内で人々が

長時間滞在することは考えにくい．そこで本研究では，

無壁舎の建物を除外し，「名称・地番のいずれかを持つ

建物」を分析対象とする．2022年のデータには関東地方

でおおよそ 1,122 万件の分析対象建物ポリゴンがあり，

各ポリゴンには建物の種類，地番，名称，階数等の属性

が付与されている．本研究では，このうち階数と建物の

種類を使い，分析を行うこととする．階数に関しては，

低層（2 階以下：88.9%），中層（3－5 階：10.0%），高

層（6 階以上：1.1%）に分けて分析を行う．種類情報に

関しては，官公庁，公共施設，神社仏閣等の「目標物：

1.5%」，一般建物のうち表札や名称によって分類された

「ビル・アパート：9.6%」，「個人の家屋：67.0%」，

「事業所：11.1%」，名称がなく分類されていない「一

般建物名称なし：10.8%」の 5つの分類を用いる． 

 都市計画上の地域区分に関しては，国土数値情報ダウ

ンロードサービスで公開されている都市地域データ

（2018年度版）を用いる．非線引き区域は，自治体ごと

に用途地域指定の有無があるため，「非線引き用途あ

り」，「非線引き用途なし」に分類した． 

 

(3) 浸水想定区域内建物数の算出方法 

本研究では，GIS を用いて，各分析対象年の建物ポリ

ゴンと浸水想定区域ポリゴンを重ね合わせ，建物の一部

でも浸水想定区域と重なっているものを対象として，浸

水想定区域内建物数を算出する．想定される浸水深別に

集計する際に一つの建物が複数の浸水レベルに含まれる

場合は，深度が大きい方に加えることとする． 

 また，建物ポリゴンと都市地域ポリゴンを重ね合わせ，

都市地域区分による浸水想定区域内建物数の推移につい

ても分析を行う．浸水深同様に一つの建物が複数の都市

地域区分に含まれる場合は，市街化区域，市街化調整区

域，非線引き用途あり，非線引き用途なしの順番でカウ

ントする． 

 

 

4. 浸水想定区域内建物数の推移 

 

(1) 関東全体の浸水想定区域内建物数 

 2008 年から 2022 年における関東全体の浸水想定区域

内建物数の推移を図-3に示す．浸水想定区域内建物数は，

想定浸水深が極めて深い 10.0m 以上のエリアでは僅かに

減少しているが，それ以外の浸水エリアでは増加してい

ることが分かる．増加率に関して，0～0.5m エリア

（1.123）や浸水なしエリア（1.100）が大きな値となっ

ている．浸水想定区域内の開発が進む一方，浸水想定区

域外や低リスク地域における開発が，より進行している

という結果になった．関東地方では，旧来から関東平野

を代表とした平地の開発が進み，新たな開発の余地が少

なくなった結果，浸水リスクの低い丘陵部の開発が進行

していることが要因の一つとして考えられる． 

 

(2) 都道府県別の浸水想定区域内建物数 

 2008 年から 2022 年における都道府県別の浸水想定区

域内建物数の増減を図-4に，都道府県別の全建物数に占 

 

図-3関東全体の浸水想定区域内建物数の推移 

 

図-4都道府県別浸水想定区域内建物数の増減 
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図-5都道府県別全建物数に占める 

浸水想定区域内建物数の割合の変化 

 

める浸水想定区域内建物数の割合の変化を図-5に示す．

図-4より，想定浸水深が0m～10.0mの各エリアでは，全

都道府県で浸水想定区域内建物数が増加していることが

分かる．特に埼玉県での増加が顕著であり，建物の 2階

部分まで浸水が見込まれる 3.0m～5.0m エリアにおいて

24,155 棟増加していることが明らかになった．図-5 より，

全建物数に占める浸水が想定される区分の建物数の割合

の合計が最も大きい都道府県は埼玉県であり，2022年時

点で 45.8%と半分近くを占めている．次いで東京都が

39.4%，群馬県が29.6%という結果になった．割合の変化

を見ると，群馬県を除いた 1都 5県で浸水なしエリアの

建物数の占める割合が僅かに増加しており，浸水リスク

のない場所での開発がより進行していると考えられる． 

 

(3) 都市地域区分による浸水想定区域内建物数の推移 

 2008 年から 2022 年における都市計画上の地域区分別

浸水想定区域内建物数の増減を図-6に示す．なお，想定 

浸水深による区分は，建物の 2階部分まで浸水が及ぶか

どうかを基準として 3.0m 以上／3.0m 未満／浸水なしと

する．図-6より，浸水が想定されるエリア（3.0m以上・ 

3.0m未満）では市街化区域において開発が進行しており，

特に埼玉県と東京都でその傾向が強く見られる．埼玉県 

は浸水が想定される市街化調整区域においても開発が進

行しており，3.0m 未満（12,563 棟）と 3.0m 以上（8,463

棟）を合わせると浸水なしエリア（17,087 棟）より建物

増加数が大きいという結果となった． 

 

(4) 階数別に見た浸水想定区域内建物数の推移 

 2008 年から 2022 年における都市地域区分ごとの階数

別浸水想定区域内建物数の増減を図-7に示す． 

市街化区域に関して，浸水が想定されるエリアにおい 

図-6地域区分別浸水想定区域内建物数の増減 

 

 

て埼玉県で低層建物，東京都や神奈川県で中層建物の増

加が著しいことが分かる．埼玉県や千葉県は 3.0m 以上

エリアにおいて低層建物が大きく増加しており，洪水発

生時に垂直避難が不可能である危険な開発が進行してい

ることが明らかになった．一方，東京都は 3.0m 以上エ

リアにおいて，神奈川県は 3.0m 未満エリアにおいて低

層建物が減少し，中層の建物が同数以上増加しているこ

とが分かる．関東地方の中でも特に市街化が進むこの都

県では，建物の高層化に伴い，人的被害のリスクが減少

する比較的安全な建て替えが進行しているといえる． 

 市街化調整区域に関して，浸水が想定されるエリアに

おいて埼玉県で低層建物が大きく増加している．特に

3.0m以上エリアでは，市街化区域の同区分と同数近く増

加しており，集中的に開発が進行していることが明らか

になった．2022年に施行された改正都市計画法によって，

3.0m以上の浸水が想定される市街化調整区域における開

発が厳格化されたため，今後このような危険な開発は抑

制されると考えられる．しかし，開発許可権限は地方公

共団体にあり，市町村によってはこの規制を適用しない

場合もある．今後，各自治体に対して規制適用の徹底を

図るとともに，新築時には中層化やピロティ設置を義務

付けるなど建物構造に関する規制が求められる． 

 非線引き区域に関して，用途設定の有無に関わらず，

浸水が想定されるエリアでは開発が進んでおらず，浸水

なしエリアにおいて低層建物の開発が進む結果となった． 

 

(5) 種類別に見た浸水想定区域内建物数の推移 

 2008 年から 2022 年における都市地域区分ごとの建物

種類別浸水想定区域内建物数の増減を図-8に示す．都市

地域区分及び浸水の有無に関わらず，全都道府県ほとん

どのエリアで事業所は減少している． 
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市街化区域 

非線引き用途あり 

市街化調整区域 

非線引き用途なし

図-7階数別の浸水想定区域内建物数の増減 

 

市街化区域に関して，浸水が想定されるエリアにおい

て埼玉県や東京都で個人の家屋が大きく増加しているこ

とが分かる．東京都は他県に比べてビル・アパートの増

加も顕著である．階数別の分析と総合して解釈すると，

埼玉県では 3.0m 以上・3.0m 未満両エリアで低層の個人

住宅の開発が進行しており，洪水時に避難が必要となる

危険な宅地開発が行われているといえる．東京都でも

3.0m未満のエリアにおいて個人住宅の開発が進んでいる

が，大部分は 3階建て以上の中層住宅であると考えられ，

在宅避難は可能であるといえる．東京都の 3.0m 以上の

エリアでは低層のお店や個人住宅が中層のビルや集合住

宅，個人住宅に建て替わっていると考えられ，人的被害

のリスクは低減傾向にあるといえる． 

 市街化調整区域に関して，群馬県を除いた 1都 5県の

浸水が想定されているエリアで個人の家屋が減少してい

るが，同数以上名称のない一般建物が増加している．階

数別の分析と総合して解釈すると，これらの名称のない

一般建物は概ね低層建物であり，名称掲載拒否や調査不

能という状況の個人の家屋であると考えられる．住宅が

空き家へ変化したものも一定数考えられるが，特に埼玉

県では名称なしの増加数が個人の家屋の減少数を大幅に

上回っている．これらのことから，市街化調整区域の浸

水エリアでは低層の個人住宅の開発が行われており，特

に埼玉県では集中的に宅地開発が進行していると考えら

れる． 

 非線引き区域では前節と同様，浸水が想定されるエリ

アでは建物の増減が少なく，浸水なしエリアで名称のな

い一般建物が増加しているという結果となった． 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，関東地方を対象に，どのような特色の建

物が浸水リスクの高いどのような場所で新規に建築され
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市街化区域 

非線引き用途あり 

市街化調整区域 

非線引き用途なし

図-8種類別の浸水想定区域内建物数の増減

 

ているのか把握することを目的として分析を行った． 

関東地方全体では，想定される浸水が極めて深いエリ

アを除き，浸水エリアで建物が増加している結果となっ

た．想定浸水深0～0.5mエリアや浸水なしエリアの建物

増加率が高く，浸水想定区域内の開発が進む一方，浸水

想定区域外や低リスク地域における開発がより進行して

いるといえる． 

 都道府県別では，想定浸水深が0m～10.0mの各エリア

において全都道府県で浸水想定区域内建物数が増加して

おり，特に埼玉県での増加が顕著であった．全建物数に

占める浸水想定区域内建物数の割合が最も大きい都道府 

 

県は埼玉県（45.8%）であった． 

都市計画上の地域区分別では，浸水が想定されるエリ

アの中でも市街化区域で開発が進行しており，埼玉県と 

東京都の浸水想定区域内建物数が大きく増加していた．

埼玉県は浸水が想定される市街化調整区域においても開

発が進行している結果となった． 

 建物の階数別及び種類別では，市街化区域の浸水が想

定されるエリアにおいて，埼玉県や千葉県といった都心

郊外で低層の個人住宅の開発が進んでおり，洪水時に避

難が必要となる危険な宅地開発が進行しているといえる．

一方東京都では，低層のお店や個人住宅が中層のビルや
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集合住宅，個人住宅へと変化しており，建物の高層化に

伴い，人的被害のリスクが減少する比較的安全な建て替

えが進行しているといえる．埼玉県では浸水が想定され

る市街化調整区域においても低層の個人住宅の開発が進

んでおり，今後各自治体に対して，新築時には中層化や

ピロティ設置を義務付けるなど建物構造に関する規制が

求められる． 

 このように，本研究では人口データを使った分析では

見られなかった開発の形態を詳細に把握し，洪水時に避

難が必要であるかどうかといった観点から，危険な開発

が進む場所と比較的安全な開発が進む場所を明らかにす

ることができた．一方，建物の種類別の分析では，ビ

ル・アパートに住居系の用途と事業系の用途が混在する

ことや，名称のない建物の分類が正確でないことなどが

課題であり，正確な分類に基づく分析が必要である．ま

た，本研究では建物の立地場所について，想定される浸

水深と都市地域区分しか考慮することができていない．

開発が進む場所とその要因を明らかにするためには，利

便性や周辺環境を含めた分析が必要である．また，本研

究は関東地方を対象としているが，今後はほかの特徴の

異なる自治体においての分析も必要となる． 
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